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東
日
本
大
震
災
を
き
っ
か
け
に
、
労
使
の

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
へ
の
関
心
が
高
ま
っ
て

い
る
。
経
団
連
の
「
二
〇
一
一
年
度
社
会
貢

献
活
動
実
績
調
査
結
果
」
で
は
、
社
員
の
社

会
貢
献
活
動
へ
の
支
援
を
続
け
て
い
る
企
業

の
約
半
数
が
「
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
休
暇
制
度
」

を
導
入
。
連
合
の
「
二
〇
一
二
年
生
活
ア
ン

ケ
ー
ト
調
査
」
か
ら
は
、
若
年
層
の
組
合
員

を
中
心
に
社
会
貢
献
に
関
す
る
労
組
の
取
り

組
み
へ
の
期
待
感
の
高
ま
り
が
う
か
が
え
る
。

各
調
査
か
ら
、
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
の
取
り
組
み

の
う
ち
、休
暇
・
休
職
に
関
す
る
内
容
を
み
る
。

１
万
人
近
く
が
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
休
暇
を
申
請

―
―
経
団
連
調
査

経
団
連
（
米
倉
弘
昌
会
長
）
の
社
会
貢
献

推
進
委
員
会
（
古
賀
信
行
委
員
長
、
佐
藤
正

敏
共
同
委
員
長
）
と
ワ
ン
パ
ー
セ
ン
ト
ク
ラ

ブ
（
佐
藤
正
敏
会
長
）
が
昨
年
一
〇
月
に
公

表
し
た
「
二
〇
一
一
年
度
社
会
貢
献
活
動
実

績
調
査
結
果
」
に
よ
る
と
、
社
員
の
社
会
貢

献
活
動
を
何
ら
か
の
形
で
支
援
す
る
企
業
は

三
四
八
社
で
、
回
答
企
業
の
八
〇
％
に
の

ぼ
っ
て
い
る
。

具
体
的
な
支
援
内
容
（
複
数
回
答
）
を
み

る
と
、「
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
休
暇
・
休
職
、
表

彰
な
ど
の
制
度
導
入
」
が
も
っ
と
も
多
く

二
六
三
社
。
次
い
で
、「
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活

動
の
機
会
を
提
供
」（
二
三
九
社
）、「
ボ
ラ

ン
テ
ィ
ア
活
動
の
情
報
を
提
供
」（
二
二
二

社
）、「
金
銭
的
な
支
援
（
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
保

険
の
加
入
料
負
担
を
含
む
）」（
一
七
一
社
）

な
ど
が
多
か
っ
た（
図
１
）。

具
体
的
な
制
度
と
し
て

は
、「
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
休

暇
制
度
」
を
導
入
し
て
い

る
企
業
が
回
答
企
業
の
約

半
数
を
占
め
て
も
っ
と
も

普
及
し
て
い
る
。
同
制

度
を
二
〇
一
一
年
度
に

新
設
・
拡
充
し
た
企
業

が
一
九
社
あ
る
と
と
も

に
、
東
日
本
大
震
災
に
適

用
す
る
特
別
制
度
と
し
て

導
入
し
た
企
業
も
二
五
社

あ
っ
た
。「
ボ
ラ
ン
テ
ィ

ア
休
職
制
度
」
に
つ
い
て

も
、
一
八
％
の
企
業
が
導

入
し
て
い
る
。
二
〇
一
一

年
度
に
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
休

暇
制
度
を
申
請
し
た
社
員

は
九
四
四
〇
人
、
ボ
ラ

ン
テ
ィ
ア
休
職
制
度
は

一
五
七
人
と
な
っ
て
い
る
。

（
図
２
）

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
休
暇
に
関

連
す
る
企
業
の
被
災
者
・

被
災
地
支
援
の
事
例

調
査
で
は
、
被
災
者
・

被
災
地
支
援
に
関
し
、
企
業
の
具
体
的
な
取

り
組
み
を
事
例
集
に
ま
と
め
て
い
る
。
そ
の

な
か
か
ら
、
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
休
暇
に
関
連

す
る
も
の
を
ピ
ッ
ク
ア
ッ
プ
す
る
と
、
岩

谷
産
業
は
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
休
暇
を
設
け
て

二
〇
一
一
年
六
月
か
ら
二
〇
一
三
年
三
月
末

日
ま
で
の
間
、
被
災
地
の
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
セ

ン
タ
ー
と
協
力
し
て
家
屋
の
清
掃
や
田
ん
ぼ

の
整
備
な
ど
の
作
業
支
援
を
行
っ
た
。

Ｊ
Ｘ
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス
は
イ
ン
ト
ラ

ネ
ッ
ト
上
な
ど
で
復
興
支
援
の
ボ
ラ
ン
テ
ィ

ア
を
募
り
、
社
員
が
積
立
年
休
に
よ
る
ボ
ラ
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図１　社員の社会貢献活動に対する具体的な支援内容（複数回答）

図２　ボランティア休暇・休職制度 2011年度申請者数

企
業
の
半
数
が
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
休
暇
制
度
を
導
入

―
組
合
員
は
労
組
の
社
会
貢
献
の
取
り
組
み
に
期
待

�

経
団
連
、
連
合
、
Ｊ
Ｉ
Ｌ
Ｐ
Ｔ
調
査
か
ら

※「構成比 (％ )」は、「項目別回答企業数／社員の社会貢献活動を支援する企業数」
　　　　　　（2002 年度：206社、2005 年度：294社、2008 年度：323社、2011 年度：348社）
※ ＜社＞は、「項目別回答企業数」
※�「その他」には、ボランティア活動に対する年次有給休暇の活用、ボランティア活動に係る人材育
成支援、等がある
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ン
テ
ィ
ア
休
暇
や
有
給
休
暇
を
使
っ
て
参
加

し
た
。
そ
の
際
、
往
復
の
交
通
費
や
宿
泊
費
、

食
費
、
装
備
品
代
、
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
保
険
料

等
の
費
用
は
原
則
、
会
社
が
負
担
し
て
い
る
。

第
一
生
命
保
険
も
二
〇
一
一
年

一
〇
、一
一
月
と
翌
一
二
年
五
、六
月
に
気
仙

沼
市
に
お
い
て
カ
キ
や
ワ
カ
メ
な
ど
の
養
殖

業
関
係
者
を
支
援
す
る
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動

を
展
開
。
約
一
四
〇
人
の
職
員
が
養
殖
用
の

い
か
だ
の
く
み
上
げ
や
い
か
だ
固
定
用
の
土

壌
づ
く
り
、
カ
キ
や
ワ
カ
メ
の
種
付
け
な
ど

を
実
施
し
た
。
会
社
は
特
別
公
休
の
付
与
や

参
加
費
の
一
部
支
援
を
行
っ
て
い
る
。

東
京
ト
ヨ
ペ
ッ
ト
も
道
路
側
溝
清
掃
や
漁

業
支
援
な
ど
の
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
を
継
続

的
に
実
施
。
そ
の
た
め
の
交
通
手
段
や
必
要

装
備
、
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
保
険
等
の
費
用
を
会

社
が
負
担
す
る
と
と
も
に
、
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア

休
暇
制
度
も
活
用
で
き
る
よ
う
に
す
る
な
ど
、

で
き
る
だ
け
多
く
の
社
員
が
参
加
し
や
す
い

よ
う
に
し
た
と
い
う
。

初
期
の
泥
か
き
や
民
家
の
瓦
礫
撤
去
な
ど

の
活
動
か
ら
、
現
在
は
仮
設
住
宅
へ
の
訪
問

な
ど
の
心
の
ケ
ア
に
つ
な
が
る
取
り
組
み
な

ど
、
被
災
地
で
の
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
を
継

続
的
に
行
っ
て
い
る
三
井
住
友
銀
行
も
、「
震

災
復
興
特
別
休
暇
」
を
創
設
す
る
こ
と
な
ど

で
、
社
員
が
参
加
し
や
す
い
環
境
整
備
を

図
っ
た
。

Ｋ
Ｄ
Ｄ
Ｉ
は
有
給
の
「
被
災
地
ボ
ラ
ン

テ
ィ
ア
休
暇
」
を
新
設
。
三
菱
マ
テ
リ
ア
ル

も
被
災
者
支
援
の
た
め
の
「
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア

休
暇
制
度
」（
単
体
）
を
創
設
。
グ
ル
ー
プ

各
社
を
含
む
社
員
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
を
募
集
し

て
二
〇
一
一
年
五
月
か
ら
翌
年
三
月
ま
で
、

一
回
二
日
間
の
活
動
を
二
三
回
実
施
し
、
延

べ
四
一
七
人
を
派
遣
し
た
。

四
分
の
三
が
震
災
救
援
や
復
旧
・
復
興
支
援

の
取
り
組
み
を
実
施

―
―
Ｊ
Ｉ
Ｌ
Ｐ
Ｔ
調
査

Ｐ
34
～
39
で
紹
介
し
た
「
東
日
本
大
震
災

等
と
企
業
行
動
に
関
す
る
調
査
」
で
も
、
企

業
の
一
般
的
な
震
災
救
援
、
復
旧
・
復
興
支

援
の
取
り
組
み
に
つ
い
て
尋
ね
て
い
る
。
そ

れ
に
よ
る
と
、
全
体
の
約
四
分
の
三
が
何
ら

か
の
形
で
震
災
救
援
や
復
旧
・
復
興
支
援
の

取
り
組
み
を
行
っ
て
い
る
。
こ
の
う
ち
、「
従

業
員
が
災
害
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
と
し
て
支
援
活

動
に
参
加
す
る
と
き
に
休
暇
を
認
め
た
」
企

業
が
全
体
の
七
・
〇
％
あ
っ
た
ほ
か
、「
従
業

員
を
組
織
し
て
災
害
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
と
し
て

現
地
へ
派
遣
し
た
」
と
の
回
答
も
六
・
四
％

み
ら
れ
た
。

同
調
査
の
回
答
に
協
力
し
て
く
れ
た
前
田

建
設
工
業
で
は
、
東
日
本
大
震
災
の
発
生
前

か
ら
年
五
日
の
特
別
休
暇
を
認
め
る
ボ
ラ
ン

テ
ィ
ア
制
度
を
有
し
て
い
た
。
震
災
後
、
希

望
者
を
募
っ
て
被
災
地
で
の
瓦
礫
撤
去
な
ど

の
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
を
派
遣
す
る
に
あ
た
り
、

こ
の
特
別
休
暇
日
数
を
拡
充
し
弾
力
的
に
運

用
す
る
こ
と
を
決
定
。
会
社
が
募
る
東
日
本

大
震
災
の
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
に
限
り
、
特

別
休
暇
を
年
二
〇
日
ま
で
認
め
る
と
と
も

に
、
参
加
に
係
る
交
通
費
や
宿
泊
費
を
負
担

す
る
こ
と
と
し
た
。
支
援
内
容
も
炊
き
出
し

や
地
域
の
祭
り
の
準
備
・
参
加
な
ど
誰
も
が

参
加
し
や
す
い
よ
う
に
工
夫
を
凝
ら
し
て
い

る
。
同
社
の
浜
野
賢
治
・
人
事
グ
ル
ー
プ
長

は
、「
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
は
地
道
に
継
続

す
る
こ
と
が
も
っ
と
も
大
事
。
活
動
を
積
み

重
ね
る
な
か
で
問
題
が
あ
れ
ば
、
制
度
を
見

直
し
て
い
け
ば
良
い
し
、
被
災
地
で
安
心
・

安
全
な
地
域
社
会
を
取
り
戻
す
た
め
、
今
後

も
取
り
組
み
を
続
け
た
い
」
な
ど
と
話
し
て

い
る
。

若
年
層
が
社
会
貢
献
へ
の
取
り
組
み
に
期
待

―
―
連
合
生
活
ア
ン
ケ
ー
ト

連
合
（
古
賀
伸
明
会
長
）
が
組
合
員

二
万
四
四
一
二
人
の
回
答
を
ま
と
め
た

「
二
〇
一
二
年
生
活
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
」
に

よ
る
と
、
有
給
休
暇
の
取
得
理
由
（
一
四
項

目
の
な
か
か
ら
三
つ
以
内
で
選
択
）
に
「
ボ

ラ
ン
テ
ィ
ア
・
地
域
活
動
」
を
選
ん
だ
人
は

五
・
五
％
。
男
女
別
で
は
、男
性
（
六
・
二
％
）

が
女
性
（
二
・
一
％
）
よ
り
高
く
、
年
齢
別

で
は
男
女
と
も
に
三
〇
代
前
半
ま
で
の
若
年

層
の
取
得
割
合
が
、
そ
れ
以
降
の
年
齢
層
に

比
べ
て
低
く
な
っ
て
い
る
の
が

特
徴
だ
。

ま
た
、
有
給
休
暇
を
何
に
使

い
た
い
か
の
問
い
（
同
）
で
は
、

「
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
・
地
域
活
動
」

は
七
・
六
％
に
な
る
（
男
性
：

七
・
九
％
、
女
性
：
五
・
九
％
）。

こ
ち
ら
も
比
較
的
若
年
層
の

ニ
ー
ズ
は
低
い
反
面
、
男
性
は

五
〇
代
以
降
、
女
性
も
五
〇
代

後
半
以
降
で
一
〇
％
を
超
え
て

い
る
な
ど
、
高
齢
層
の
比
率
が

高
い
傾
向
に
あ
る
。

一
方
、
労
働
組
合
に
対
す

る
取
り
組
み
の
期
待
（
三
つ

以
内
選
択
）
に
目
を
移
す
と
、

「
国
際
活
動
・
ボ
ラ
ン
テ
ィ

ア
等
社
会
貢
献
」
に
対
す
る

ニ
ー
ズ
は
、
三
・
七
％
。「
賃

金
・
一
時
金
等
の
引
き
上
げ
」

（
七
三
・
一
％
）
や
「
労
働
時

間
短
縮
・
サ
ー
ビ
ス
残
業
の

撲
滅
」（
四
六
・
六
％
）、「
不

況
対
策
に
向
け
た
政
策
実
現
」

（
四
二
・
〇
％
）
な
ど
に
比
べ
る

と
圧
倒
的
に
低
い
も
の
の
、「
男

女
間
の
処
遇
格
差
の
解
消
」（
四
・
七
％
）
や

「
非
正
規
労
働
者
の
組
合
へ
の
加
入
促
進
」

（
二
・
六
％
）
と
ほ
ぼ
変
わ
ら
な
い
う
え
、
前

回
調
査
（
二
・
九
％
）
よ
り
〇
・
八
ポ
イ
ン
ト

伸
び
て
い
る
（
図
３
）。
さ
ら
に
こ
れ
を
年

齢
別
で
み
る
と
、女
性
の
二
四
歳
以
下
（
九
・

一
％
）
や
男
性
の
二
四
歳
以
下
（
六
・
七
％
）、

二
五
～
二
九
歳
（
五
・
七
％
）
な
ど
男
女
と

も
に
若
年
層
の
比
率
の
高
さ
が
目
を
引
く
結

果
に
な
っ
て
い
る

（
調
査
・
解
析
部　

新
井
栄
三
、
遠
藤
彰
）

賃
金
・
一
時
金
等
の

引
き
上
げ

労
働
時
間
短
縮
・
サ

ー
ビ
ス
残
業
の
撲
滅

不
況
対
策
に
向
け
た

政
策
実
現

年
金
・
医
療
・
福
祉

に
関
わ
る
政
策
実
現

定
年
後
の
労
働
条
件

の
改
善

育
児
・
介
護
と
の
両

立
に
向
け
た
取
組
み

共
済
制
度
の
充
実

非
正
規
労
働
者
の
処

遇
改
善

男
女
間
の
処
遇
格
差

の
解
消

国
際
活
動
・
ボ
ラ
ン

テ
ィ
ア
等
社
会
貢
献

非
正
規
労
働
者
の
組

合
へ
の
加
入
促
進

そ
の
他

無
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答
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図３　今後、労働組合に重点的に取り組んで欲しい活動（3つ以内選択）


